
国立大学法人富山大学職員の懲戒の審査規則 

平 成 17 年 10 月 １ 日 制 定  平成 18 年 10 月 24 日改正  

平 成 20 年 ６ 月 10 日 改 正  平 成 23 年 ４ 月 12 日 改 正 

    平 成 2 8 年 ２ 月 ９ 日 改 正  令 和 ３ 年 ３ 月 2 3 日 改 正 

          令 和 ６ 年 ４ 月 2 3 日 改 正  令和 ６ 年 12 月 24 日改正 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人富山大学職員懲戒規則（以下「懲戒規則」という。）第

７条第１項に基づき，国立大学法人富山大学に勤務する職員の懲戒の審査に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 （懲戒委員会の設置） 

第２条 役員会は，職員の懲戒審査にあたっては，原則として懲戒委員会を設置し，事案

の審理を行わせるものとする。 

２ 役員会は，懲戒委員会の設置にあたっては，懲戒委員会が中立性を保持し，かつ，公

正妥当な審理を行うことができるよう努めなければならない。 

 （懲戒委員会の構成） 

第３条 懲戒委員会は，事案に応じて次に掲げる者のうちから，役員会が指名するものを

もって組織する。ただし，審査を受ける職員（以下「被審査者」という。）と同一部局（事

務局においては同一部並びに法人監査室においては当該室）に所属する者及び当該審査

に係る審理又は調査に影響を及ぼすとみなされる者は除くものとする。 

  (1)  理事（事務局長を兼ねる場合を除く。） 

  (2) 教育研究評議会評議員（国立大学法人富山大学職員就業規則第２条第２項に規定す 

る教育職員の懲戒審査の場合のみ。） 

  (3) 事務局長 

  (4) 総務部長 

  (5) その他役員会が必要と認める者 

２ 役員会が第１項第２号に規定する者の中から指名する委員は，教育研究評議会からの 

 推薦に基づき役員会が指名するものとする。 

３ 懲戒委員会が必要であると認めるときは，第１項の規定にかかわらず，役員会の議を

経て，助言等を行うための特別委員を置くことができる。 

４ 前項に規定する特別委員は，弁護士をもって充てる。 

 （懲戒委員会の責務及び権限） 

第４条 懲戒委員会は，公平性，中立性を維持し，その審理を行わなければならない。 

２ 懲戒委員会は，審理にあたっては，被審査者に十分な反論の機会を与えなければなら

ない。 

３ 懲戒委員会は，必要があると認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，意

見説明を聞くことができる。 

４ 懲戒委員会は，必要があると認めたときは，被審査者の出頭を求めて調査することが

できる。 

５ 懲戒委員会は，必要があると認めたときは，学長に対し役員会の招集を請求すること

ができる。 

http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106249.pdf


６ 懲戒委員会は，審理，調査の結果に基づき，審査報告書及び審査処分説明書（案）を

作成し，役員会に報告しなければならない。 

７ 前各項に定めるもののほか，懲戒委員会に関する事項は，役員会の承認を得て懲戒委

員会が定める。 

（審査の通知書） 

第５条 役員会は，被審査者に対し，審査の事由を記載した通知書（以下「審査通知書」

という。）を交付する。 

２ 審査通知書の様式は，別記様式第１号のとおりとする。 

３ 役員会は，審査通知書の交付に当たり，被審査者がその受取を拒否するときは特定記

録郵便の郵送により，被審査者の所在を知ることができないときは，公示送達により，

これを行う。 

４ 役員会（懲戒委員会を設置した場合は，懲戒委員会（以下「役員会等」という。））は，

被審査者が前項の審査通知書を受理した日の翌日から起算して 14日目の 17時までに弁

明を請求した場合には，被審査者に対し，口頭又は書面で弁明する機会を与えなければ

ならない。 

（弁明の請求） 

第６条 被審査者が，前条第４項の規定により弁明する機会を請求するには，別記様式第

２号の様式による弁明請求書により行わなければならない。 

２ 弁明を請求する職員（以下「弁明請求者」という。）は，弁明請求書を，役員会等に提

出しなければならない。 

３ 弁明請求書には必要であると認める関係書類，資料を添付することができるものとし，

審査の係属中においても，これを提出することを認めるものとする。 

４ 弁明請求者が参考人を要請するときは，別記様式第３号の様式による参考人要請理由

書を併せて提出するものとする。 

５ 弁明請求者が弁明請求書の記載内容を変更しようとするときは，書面をもって速やか

に役員会等に届け出なければならない。 

 （措置の決定及び通知） 

第７条 役員会等は，弁明請求書を受理したときは，その措置を決定し，その結果，必要

と認められる事項を次条第１項の日時又は第９条第１項の日の少なくとも７日前までに

弁明請求者に書面で通知しなければならない。 

 （口頭弁明） 

第８条 弁明請求者は，口頭で弁明する場合には役員会等が定める日時に出頭しなければ

ならない。 

２ 弁明請求者が前項の日時に正当な理由なく出頭せず，又は出頭していても弁明をしな

い場合には，弁明の請求を取り下げたものとみなす。 

３ 弁明請求者が病気その他やむを得ない事由により第１項に規定する弁明ができない場

合には，その事由を証明する書類を添付した理由書を提出しなければならない。 

 （書面弁明） 

第９条 弁明請求者は，書面で弁明する場合には役員会等が定める日までに弁明書を提出

しなければならない。 



２ 弁明請求者が前項の日までに正当な理由なく弁明書を提出しなかった場合には，弁明

の請求を取り下げたものとみなす。 

３ 弁明請求者が病気その他やむを得ない事由で第１項の日までに弁明書を提出すること

ができない場合には，その事由を証明する書類を添付した理由書を提出しなければなら

ない。 

 （弁明請求の取下げ） 

第 10条 弁明の請求は，第８条第１項の日時又は前条第１項の日までは，これを取り下げ

ることができる。 

２ 弁明請求者が前項の取下げを行う場合には，書面で行わなければならない。 

 

 （再審請求の方法） 

第 11条 懲戒規則第 11条に規定する再審査の請求（以下「再審請求」という。）は，次に

掲げる事項を記載し，再審査を請求する職員（以下「再審請求者」という。）が記名した

再審査請求書を，懲戒処分書の写し（１部）及び請求の理由を証明するに足りる資料と

ともに学長に提出しなければならない。 

(1) 再審請求者の氏名，住所及び生年月日並びに再審請求者が現に職員である場合は，

その所属部局名及び職名 

(2) 再審請求者の処分を受けた時に占めていた職名及び部局名 

(3) 処分の内容及び時期 

  (4) 懲戒処分書を受領した時期 

  (5) 再審査を請求する理由 

(6) 再審査の請求年月日 

２ 再審請求は，代理人をもって行うことができる。この場合は，再審査請求書に再審請

求を行う代理人の氏名，住所及び職名又は職業を記載し，再審請求者の署名に代えて当

該代理人が記名押印を行わなければならない。 

 （再審請求の決定及び通知） 

第 12条 役員会は，懲戒規則第 13条に規定する決定を，学長に，再審査請求書が提出さ

れた日から 14日以内に書面で通知する。 

２ 学長は，前項の通知を受けて，その結果を（却下したときはその理由を付して）再審

請求者及び再審請求者が所属する部局等の長に，再審査請求書が提出された日から 21

日以内に書面で通知する。 

 （再審請求の取り下げ） 

第 13条 再審請求者は，再審請求に関する処分の決定があるまでは，これを取り下げるこ

とができる。 

２ 再審請求者が前項の取り下げを行う場合は，書面で行わなければならない。 

 （代理人の選任及び解任等） 

第 14条 再審請求者は，適宜に代理人を選任し，及び解任することができる。 

２ 再審請求者は，代理人を選任し，又は解任したときは，その代理人の氏名，住所及び

職名又は職業を役員会に書面で届け出なければならない。 

３ 再審請求者は，代理人に対して次条ただし書きに規定する特別の委任を行った場合又



はその委任を撤回した場合には，その旨を記載して，役員会に書面で届け出なければな

らない。 

４ 役員会は，審理を行うにあたって，円滑迅速な進行と公正な運営を期するため，特に

必要があると認めるときは，審理に出席する代理人の数を制限することができる。 

 （代理人の権限） 

第 15条 代理人は，再審請求者のために，その事案の審査に関する一切の行為を行うこと

ができる。ただし，再審請求の取下げは，特別の委任を受けた場合に限り行うことがで

きる。 

 （準用等） 

第 16条 第２条から第 10条までの規定は，再審査について準用する。この場合において，

第５条第４項及び第６条第１項中「被審査者」とあるのは「再審請求者」と，第７条，

第８条，第９条及び第 10条第２項中「弁明請求者」とあるのは「再審請求者又はその代

理人」と，第３条第１項ただし書き中「被審査者」とあるのは「再審請求者」と，第４

条第２項及び第４項中「被審査者」とあるのは「再審請求者又はその代理人」と読み替

えるものとする。 

 （その他） 

第 17条 この規則に定めるもののほか，職員の懲戒の審査に関し必要な事項は役員会が定

める。 

 

附 則 

この規則は，平成 17 年 10 月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成 18年 10 月 24 日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，平成 20年６月 10 日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，平成 23年４月 12 日から施行し，平成 23年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この規則は，平成 28年２月９日から施行する。 

附 則 

 この規則は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は，令和６年５月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日において学長から役員会に懲戒に関する審査を付議している

事案については、なお従前の例による。 

３ 教育職員以外の職員の懲戒審査の手続に関する取扱い（平成 25 年３月５日役員会決

定）は，廃止する。 

附 則 

 この規則は，令和６年 12月 24 日から施行し，令和６年 10月 22日から適用する。 

 



 

 別記様式第１号 
 

審  査  通  知  書  
 

氏 名 所 属 

職 名 

審査の対象となった行為等 根拠規則 

審査内容 
(事実関係) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

富山大学役員会は、上記の審査内容について、国立大学法人富山大学職員就業規則第38条第１項

の規定により審査することに決定したので通知する。 
 
(教示) 

  この審査通知書を受領した日の翌日から起算して14日目の17時までに弁明を請求した場合は、口

頭又は書面でこれを行う機会が与えられる。 
 
                                           富 山 大 学 役 員 会 

(決定日付) 
              年  月  日 

(交付日付) 
            年  月  日 



 

別記様式第２号 
 
 

弁  明  請  求  書 
 

(氏 名) (職名) 

(請求の理由) 

 

(弁明の方法についての希望) 
口 頭 弁 明 

を希望します。 
書 面 弁 明 

(参考人についての要否) 
します。 

 参考人を要請 
しません。 

 上記のとおり弁明を請求します。 
 
 

  年  月  日 
 

請求者 住所 
氏名                      

 記入要領 
   １ （請求の理由）欄には、審査通知書に対する不服の事由を記入してください。 
  ２ （弁明の方法についての希望）欄及び（参考人についての要否）欄は、不要のものを消してく   

ださい。 
   ３  参考人を要請するときは、参考人の氏名、職業、住所、参考人を必要とする理由及び参考人の

説明方法を別記様式第３号に記入してください。 
   ４  この請求書に必要と認める資料を添付することができます。 
   



 

 別記様式第３号 
 

参 考 人 要 請 理 由 書 
 

(参考人の氏名) (参考人の職業) 

(参考人の住所)  

(参考人を必要とする理由) 

(参考人の説明方法) 
 

口 頭 説 明 
を希望します。 

書 面 説 明 
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